
   郡山市環境対策連絡調整会議設置要綱 

平成 ５年 ８月 １日制定    

平成 ６年 ４月 １日一部改正  

平成 ７年 ４月 １日一部改正  

平成 ９年 ７月１８日一部改正  

平成１１年 ７月 ８日一部改正  

平成１３年 ４月２４日一部改正  

平成１４年 ４月 １日一部改正  

平成１４年 ７月 １日一部改正  

平成１８年 ４月 １日一部改正  

平成１９年 ４月 １日一部改正  

平成２０年 ３月２６日一部改正  

平成２２年 ３月２９日一部改正  

平成２５年１１月 １日一部改正  

平成２６年 ４月 １日一部改正  

平成２９年 ３月３０日一部改正  

平成３１年 ４月 １日一部改正 

令和 ３年 ４月 １日一部改正  

令和 ４年１１月 １日一部改正  

令和 ６年 ３月２９日最終改正 

［環境部環境政策課］  

 （設置） 

第１条 産業廃棄物の適正処理及び大規模開発に伴う環境影響評価について総合的な調整を行い、

もって生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図るため、郡山市環境対策連絡調整会議（以下「調

整会議」という。）を置く。 

 （協議事項） 

第２条 調整会議は、次に掲げる事項を協議する。 

 (1) 郡山市産業廃棄物処理指導要綱（平成９年３月31日制定）第10条第１項に規定する産業廃

棄物処理施設設置（変更）事前協議書に関すること。 

 (2) 環境影響評価法（平成９年法律第81号）第10条第２項及び第20条第２項並びに福島県環境

影響評価条例（平成10年福島県条例第64号）第５条第２項、第11条第２項及び第20条第２項

の規定による知事に対する意見等に関すること。 

 (3) その他産業廃棄物の処理及び環境影響評価に関すること。 

 （組織） 

第３条 調整会議は、会長、副会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長には郡山市副市長の事務分担等に関する規則（平成27年郡山市規則第29号）第２条に規

定する環境部に属する事務を担当する副市長を、副会長には環境部長をもって充てる。 

３ 委員には、別表第１に掲げる職にある者をもって充てる。 

４ 会長は、調整会議を代表し、会務を総理する。 

５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は欠けたときは、その職務を代理する。 

６ 会長、副会長ともに事故があるとき又は欠けたときは、あらかじめ市長が指定する者がその



職務を代理する。 

 （会議） 

第４条 調整会議は、必要に応じ会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の職員又は関係者の出席を求め、その意見又

は説明を聴くことができる。 

 （幹事会） 

第５条 調整会議に、会長の命を受け、必要な事項を調査、検討するため、幹事会を置く。 

２ 幹事会は、幹事長、副幹事長及び幹事をもって組織する。 

３ 幹事長には環境政策課長、副幹事長には５Ｒ推進課長をもって充てる。 

４ 幹事には、別表第２に掲げる職にある者をもって充てる。 

５ 行政センターの所管区域に係る事案について協議する場合は、当該行政センター所長が臨時

の幹事となる。 

６ 幹事長は、必要があると認めるときは、幹事以外の職員又は関係者の出席を求め、その意見

又は説明を聴くことができる。 

７ 幹事長は、幹事会の事務を掌理し、幹事会の審議の経過及び結果について会長に報告しなけ

ればならない。 

８ 副幹事長は、幹事長を補佐し、幹事長に事故があるときは、その職務を代理する。 

９ 幹事会の会議は、幹事長が招集し、事案に応じ、環境部環境政策課長又は５Ｒ推進課長が座

長となる。 

 （庶務） 

第６条 調整会議の庶務は、事案に応じ、環境部環境政策課又は５Ｒ推進課において処理する。 

第７条 この要綱に定めるもののほか、調整会議の運営について必要な事項は、会長が定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成５年８月１日から施行する。 

 （郡山市産業廃棄物処理連絡調整会議設置要綱の廃止） 

２ 郡山市産業廃棄物処理連絡調整会議設置要綱（平成３年１月１日施行）は、廃止する。 

   附 則 

 この要綱は、平成６年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成７年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成９年７月18日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成11年７月８日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成13年４月24日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成14年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成14年７月１日から施行する。 



   附 則 

 この要綱は、平成18年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成19年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成20年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成22年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成25年11月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成26年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成27年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和４年11月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

別表第１（第３条関係） 

政策開発部長、文化スポーツ部長、農林部長、産業観光部長、建設部長、都市構想部長、上

下水道局長、農業委員会事務局長 

 

別表第２（第５条関係） 

所  属 職  名 

政策開発部 政策開発課長 

文化スポーツ部 文化振興課長 

環 境 部 資源循環課長、環境保全センター所長 

農 林 部 農業政策課長、林業振興課長 

産業観光部 産業雇用政策課長 

建 設 部 河川課長 

都市構想部 都市政策課長、開発建築指導課長 

上下水道局 総務課長 

農業委員会事務局 次長 

 


